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　わが国では1980年当初から，行政改革が重要な政治
課題になってきている。これまで政府は，すでに第二
次臨時行政調査会を創設し，3次にわたって行政改革
推進審議会を設置してきた。そのうち，1989年12月に
は，新行革審が「広域行政の必要性」を提唱し，大き
な反響を呼んだ。また，1993年には政府が総務庁を窓
口に，「パイロット自治体」構想を打ち出し，地方分
権を本格的に進めることも決めた。
　本研究は，そうした最近のわが国行政をめぐる，さ
まざまな展開や変化を背景にしている。とりわけ，こ
の研究では，広域行政やパイロット自治体と呼ばれる
制度が，わが国の行政システムにどのような影響を及
ぼし，それがこれまでの行政運営をどの程度変えてき
たかという問題に注目している。
　今回の調査は，国の行政機関と地方団体に対する，
聞き取り調査という方法によった。国の行政機関は，
自治省地方振興課をはじめ，自治大学校研究部，自治
総合センターなどである。また，総務庁大臣官房企画
審議課，および，行政管理研究センターでも数回にわ
たってヒヤリングを行った。地方団体については，東
京都庁をはじめ大阪市を含む，あわせて7団体に及ん
だ。
　広域行政は，もともとカナダのトロント地方から出
てきた制度である。それがアメリカに波及し，その後，
一45一
オーストラリアやヨーロッパ諸国にもとり入れられる
ようになった。そうした広域行政が，ここ数年，わが
国でも注目を集めているが，それは先述の新行革審の
答申にあずかるところが大きい。この答申では，とり
わけ都市圏において，行政課題が複雑化し多様化を進
める最近の状況を重視している。新しい問題をつぎつ
ぎに抱える最近の都市行政に対応する方法として，答
申では従来にはなかった複層型の広域行政制度の導入
を提言した。
　今回，広域行政がとの程度，実際に行われているの
かを調査してみた。その結果によると，1993年度に広
域市町村圏に指定されている地域は，全国で336地域
である。それを1圏域当たりで見ると，広域市町村圏
はおおむね9つの自治体をもとに構成され，それには
平均21万人の人口が含まれる。
　一方，これとは別に，大都市周辺地域広域行政圏と
呼ばれる制度がある。これに該当する指定地域は，あ
わせて24圏になる。この大都市広域行政圏に関しては，
1圏当たりに含まれる自治体の数は，9団体と他のも
のと変わらない。ただ，関係する人口の数は，85万
3，000人と他の4倍近い規模になっている。
　そうした広域行政制度の機能に関して，自治体の現
場から問題点を摘出することを試みた。まだ，最終的
な結論は出せないが，現状では「広域行政圏は国家行
政の下請け機関」という批判は，必ずしもあたってい
ないという印象を受けた。
　このことにも関連して，政府は1993年来，パイロッ
ト自治体構想を実施に移している。これは，さまざま
な権限を自治体にあたえ，これまでの国と地方の関係
を変えていこうとする制度である。機関事務の委譲や
財政の自主権など，実現するとわが国の地方自治では
画期的な出来事になる。
　今回，パイロット自治体の実態を，3つの点から調
査してみた。ひとつは，パイロット自治体の指定申請
についてである。当初の予定では，多数の自治体から
申請の出ることが予想された。総務庁はそれを20件に
しぼることに苦慮するというのが，もっぱらの評判で
あった。
　2つ目は，権限の中身とその量に関している。当初
は，相当，思い切った権限が，国から地方団体に委譲
されるはずであった。また，そのために申請が増える
という見込みになった。
　最後に，パイロット自治体の出現が，どの程度，わ
が国のこれまでの政府間関係で言われてきたパラダイ
ムを変更するか，そのインパクトを計測するつもりに
していた。
　調査では，パイロット自治体構想に問題の多いこと
が明らかになった。たとえば，当初，申請を出した自
治体は3団体にすぎない。これは，権限の委譲が少な
いなど，指定を受けるメリットがないことに原因して
いる。
　そうした欠陥も含めて，この制度にはどうやら，政
府間関係を大きく変える力はなさそうだという気がす
る。ただ．この結論を出すにはあと1年，同趣旨の研
究をつづける必要がある。来年度も，広域行政とパイ
ロット自治体を引きつづき追いかけるはずである。
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